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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第25期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第24期

会計期間

自平成21年
11月１日
至平成22年
１月31日

自平成22年
11月１日
至平成23年
１月31日

自平成21年
11月１日
至平成22年
10月31日

売上高（千円） 723,9301,300,6673,238,456

経常利益（千円） 37,229 133,901 258,665

四半期（当期）純利益（千円） 20,994 72,809 147,857

純資産額（千円） 1,406,7281,561,3341,536,066

総資産額（千円） 5,107,8585,261,8745,492,184

１株当たり純資産額（円） 44,716.5549,437.5548,620.93

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 668.35 2,310.524,705.84

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 662.45 2,297.254,675.93

自己資本比率（％） 27.5 29.6 27.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△60,318 627,347 78,729

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△286 △16,095△352,140

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△40,006△385,931 246,339

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 534,933 833,794 608,473

従業員数（人） 35 29 29

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

  

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年１月31日現在

従業員数（人） 29 (32)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、パート、アルバイト等を含みます。）は、当第１四半期連結

会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成23年１月31日現在

従業員数（人） 24 (17)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、パート、アルバイト等を含みます。）は、当第１四半期会計

期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注実績

　当社グループは、受注開発を行っていないため、受注残高はありません。　

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

前年同四半期比

不動産管理運営事業（千円） 701,919 －％

不動産開発販売事業（千円） 555,775 －％

不動産仲介コンサル事業（千円） 42,972 －％

合計（千円） 1,300,667 －％

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．当第１四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績は以下のとおりであります。　

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

賃貸物件オーナー（個人Ａ氏）　 － － 337,720 26.0

賃貸物件オーナー（個人Ｂ氏）　 － － 152,004 11.7

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たな発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1)経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間(自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日)におけるわが国の経済は、新興諸国の

経済成長に牽引されながら企業収益において改善が続いておりますが、雇用環境、個人消費は依然厳しく、景気回復

のペースは引き続き弱い状況にあります。  

 　当不動産業界においては、日銀のJ-REIT買取政策からREIT指数が大幅に上昇するなど市場回復を織り込んだ動き

も見られ、また個人投資家や事業法人による不動産取得の動きも散見される状況が続いております。

  このような状況の下、当社グループは、中核事業である不動産管理運営事業を軸とした安定収益基盤の更なる強

化及び優良物件の開発、販売に注力してまいりました。この結果、当第１四半期連結会計期間の業績として、売上高

は1,300,667千円（前年同期：723,930千円、前年同期比：79.7％増）、営業利益は146,260千円（前年同期：49,399

千円、前年同期比：196.1％増）、経常利益は133,901千円（前年同期：37,229千円、前年同期比：259.7％増）、四半

期純利益は72,809千円（前年同期：20,994千円、前年同期比：246.8％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

＜不動産管理運営事業＞ 

本事業におきましては、賃貸住宅のサブリース運営業務および賃貸管理業務を、顧客サービスの質の向上を主

眼としてグループ一丸となり取り組んでまいりました。この結果、不動産管理運営事業の売上高は701,919千円、

セグメント利益は129,704千円となりました。

 

＜不動産開発販売事業＞ 

当第１四半期連結会計期間において、賃貸事業用マンション３棟45室、宅地１区画及び中古区分マンション１

戸を引渡しました。この結果、不動産開発販売事業の売上高は555,775千円、セグメント利益は51,853千円となり

ました。

 

＜不動産仲介コンサル事業＞ 

　本事業においては、優良な賃貸物件の獲得と多様な物件情報の提供に努め、オーナーのキャッシュ・フローを増

加させるべく稼働率向上に努めてまいりました。また、人材育成を図るとともに効率化によるコスト削減に取組

んでまいりました。この結果、不動産仲介コンサル事業の売上高は42,972千円、セグメント利益は6,257千円とな

りました。

 

(2) 財政状態の分析

　当第1四半期連結会計期間末の総資産額は、前連結会計年度末より230,310千円減少して5,261,874千円（前期比

4.2％減）となりました。流動資産は228,774千円減少して、2,394,409千円（前期比8.7％減）となりました。流動資

産減少の主な要因は、販売用不動産の販売に伴い、現金及び預金が225,320千円増加したものの、たな卸資産が

446,407千円減少したためであります。また、固定資産は1,535千円減少して、2,867,465千円（前期比0.1％減）とな

りました。この主な要因は、減価償却費等により有形固定固定資産が10,676千円減少したことによるものでありま

す。

　当第1四半期連結会計期間末の負債の合計は、255,578千円減少して3,700,540千円（前期比6.5％減）となりまし

た。流動負債は66,206千円増加して、612,464千円(前期比12.1％増)となりました。未払法人税等が24,823千円増加

したことが主な要因であります。固定負債は321,785千円減少して3,088,075千円（前期比9.4％減）となりました。

長期借入金の返済により325,005千円減少したことが主な要因であります。

　当第1四半期会計期間末の純資産は、25,268千円増加して1,561,334千円（前期比1.6％増）となりました。四半期

純利益を72,809千円計上し、株主配当を47,268千円行ったことが要因であります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末から

225,320千円増加（前年同期：100,611千円減少）し、当第１四半期連結会計期間末現在の残高は833,794千円とな

りました。当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と変動の要因は以下のとおりでありま

す。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動の結果、当第１四半期連結会計期間で増加した資金は627,347千円（前年同期：60,318千円減少）とな

りました。これは主に、税金等調整前四半期純利益130,442千円の計上、たな卸資産の減少額443,150千円及び未払

消費税等の増加額21,683千円に対し、法人税等の支払額33,659千円があったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動の結果、当第１四半期連結会計期間で減少した資金は16,095千円（前年同期：286千円減少）となりま

した。これは主に、敷金及び保証金の差入による支出を15,000千円行ったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動の結果、当第１四半期連結会計期間で減少した資金は385,931千円（前年同期：40,006千円減少）とな

りました。これは、長期借入れによる収入7,200千円に対し、長期借入金の返済による支出が351,623千円及び配当

金の支払額が41,508千円あったことによるものであります。 

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000

計 100,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成23年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年３月15日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 31,512 31,512
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株制度は採用し

ておりません。

計 31,512 31,512 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成23年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年12月29日開催の臨時株主総会決議（平成18年１月11日取締役会決議）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成23年１月31日）

新株予約権の数（個） 154（注）６

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 308（注）1,2,3,6

新株予約権の行使時の払込金額（円） 7,750（注）４

新株予約権の行使期間
平成19年12月30日から

平成27年12月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　7,750

資本組入額　　 　　　3,875

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権１個につき、株式数は１株あります。

　　　　２　平成21年４月１日付で株式の分割（1：2）を実施しております。これにより、上記の表に記載の新株予約権の目的

となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額は調整されております。　

３　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数は調整されます。ただし、かか

る調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使がなされていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てます。
 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社

が完全子会社になる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に

応じ必要と認める株式数の調整を行うことができるものとします。

４　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の
端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当
社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または当社が時価を下回る価額で自己
株式を処分する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。
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既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価

額と読み替えるものとします。

５　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、及び従

業員の地位にあることを要するものとします。ただし任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任

・退職、業務上の疾病に起因する退職、及び転籍その他正当な理由の存する場合は地位喪失後１年以内

（ただし、権利行使期間内に限ります）または権利行使期間開始の日より１年以内のいずれかの期間内に

限り権利行使をなしうるものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとします。

(3）その他の行使の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

６　退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。

②　平成17年12月29日開催の臨時株主総会決議（平成18年４月17日取締役会決議）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成23年１月31日）

新株予約権の数（個） １（注）６

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） ２（注）1,2,3,6

新株予約権の行使時の払込金額（円） 7,750（注）４

新株予約権の行使期間
平成19年12月30日から

平成27年12月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　7,750

資本組入額　　　 　　3,875

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権１個につき、株式数は１株であります。

　　　　２　平成21年４月１日付で株式の分割（1：2）を実施しております。これにより、上記の表に記載の新株予約権の目的

となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額は調整されております。　

３　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数は調整されます。ただし、か

　　かる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使がなされていない新株予約権の目的たる株式の数につ

　　いてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てます。
　

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
　
また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社

が完全子会社になる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に

応じ必要と認める株式数の調整を行うことができるものとします。　

４　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

　　の端数は切り上げます。　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当
社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または当社が時価を下回る価額で自己
株式を処分する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数
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上記算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価

額と読み替えるものとします。

５　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、及び従

業員の地位にあることを要するものとします。ただし任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任

・退職、業務上の疾病に起因する退職、及び転籍その他正当な理由の存する場合は地位喪失後１年以内

（ただし、権利行使期間内に限ります）または権利行使期間開始の日より１年以内のいずれかの期間内に

限り権利行使をなしうるものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとします。

(3）その他の行使の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

６　退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。

③　平成21年1月28日開催の定時株主総会決議（平成21年５月14日取締役会決議）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成23年１月31日）

新株予約権の数（個） 51（注）５

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 102（注）1,2,5

新株予約権の行使時の払込金額（円） 162,650（注）３　

新株予約権の行使期間
平成23年５月16日から

平成26年５月15日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　162,650

資本組入額　　　 　　81,325

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権１個につき、株式数は２株であります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数は調整されます。ただし、かか

る調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使がなされていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てます。
　

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
　
また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社

が完全子会社になる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に

応じ必要と認める株式数の調整を行うことができるものとします。

３　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げます。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
　
当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当

社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または当社が時価を下回る価額で自己

株式を処分する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。
　
 

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
　
上記算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価

額と読み替えるものとします。

４　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、及び従

業員の地位にあることを要するものとします。ただし任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任

・退職、業務上の疾病に起因する退職、及び転籍その他正当な理由の存する場合は地位喪失後１年以内

（ただし、権利行使期間内に限ります）または権利行使期間開始の日より１年以内のいずれかの期間内に

限り権利行使をなしうるものとします。
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(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとします。

(3）その他の行使の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

５　退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。   

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年11月１日～

平成23年１月31日
－ 31,512 － 166,046 － 64,896

　 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  

 

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

①【発行済株式】

 平成22年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）  普通株式      31,512 31,512 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 31,512 － －

総株主の議決権 － 31,512 －

　 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
11月

12月
平成23年
１月

最高（円） 35,50042,00044,000

最低（円） 30,20033,80039,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年11月１日から平成23年１月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年11月１日から

平成23年１月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年11月１日から平

成22年１月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年11月１日から平成23年１月31日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年11月１日から平成23年１月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、優成監査法人

による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年１月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 833,794 608,473

営業未収入金 51,359 45,165

販売用不動産 ※2
 1,001,781

※2
 1,436,760

仕掛販売用不動産 ※2
 457,134

※2
 468,563

その他 60,622 74,245

貸倒引当金 △10,283 △10,023

流動資産合計 2,394,409 2,623,184

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 1,347,831

※1, ※2
 1,356,549

土地 ※2
 1,225,485

※2
 1,225,485

その他（純額） ※1
 33,334

※1
 35,291

有形固定資産合計 2,606,650 2,617,326

無形固定資産 5,793 6,099

投資その他の資産 255,021 245,574

固定資産合計 2,867,465 2,869,000

資産合計 5,261,874 5,492,184

負債の部

流動負債

営業未払金 26,714 31,865

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 299,100

※2
 318,518

未払法人税等 52,674 27,850

賞与引当金 4,666 9,500

その他 229,310 158,522

流動負債合計 612,464 546,257

固定負債

長期借入金 ※2
 2,590,858

※2
 2,915,863

その他 497,217 493,998

固定負債合計 3,088,075 3,409,861

負債合計 3,700,540 3,956,118
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年１月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年10月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 166,046 166,046

資本剰余金 64,896 64,896

利益剰余金 1,326,658 1,301,117

株主資本合計 1,557,601 1,532,060

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 274 82

評価・換算差額等合計 274 82

新株予約権 3,458 3,923

純資産合計 1,561,334 1,536,066

負債純資産合計 5,261,874 5,492,184
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年１月31日)

売上高 723,930 1,300,667

売上原価 531,316 1,027,693

売上総利益 192,614 272,974

販売費及び一般管理費 ※
 143,215

※
 126,714

営業利益 49,399 146,260

営業外収益

受取利息 13 6

保険配当金 75 78

その他 223 232

営業外収益合計 311 318

営業外費用

支払利息 12,481 12,677

営業外費用合計 12,481 12,677

経常利益 37,229 133,901

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,458

特別損失合計 － 3,458

税金等調整前四半期純利益 37,229 130,442

法人税等 16,235 57,633

少数株主損益調整前四半期純利益 － 72,809

四半期純利益 20,994 72,809
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 37,229 130,442

減価償却費 17,648 17,635

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,729 △4,833

貸倒引当金の増減額（△は減少） 898 259

受取利息及び受取配当金 △13 △6

支払利息 12,481 12,677

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,458

営業債権の増減額（△は増加） 5,930 △6,193

たな卸資産の増減額（△は増加） △35,846 443,150

営業債務の増減額（△は減少） △2,731 △5,151

未収消費税等の増減額（△は増加） － 9,377

未払消費税等の増減額（△は減少） － 21,683

その他 △12,741 51,048

小計 19,126 673,547

利息及び配当金の受取額 13 6

利息の支払額 △12,363 △12,547

法人税等の支払額 △67,093 △33,659

営業活動によるキャッシュ・フロー △60,318 627,347

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △619 △540

敷金及び保証金の差入による支出 － △15,000

その他 332 △555

投資活動によるキャッシュ・フロー △286 △16,095

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 29,000 7,200

長期借入金の返済による支出 △33,776 △351,623

配当金の支払額 △35,230 △41,508

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,006 △385,931

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △100,611 225,320

現金及び現金同等物の期首残高 635,545 608,473

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 534,933

※
 833,794
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

 
 

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年11月１日  至　平成23年１月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用して

おります。これにより、当第１四半期連結会計期間の営業利益及び経常利益

は、それぞれ145千円減少し、税金等調整前四半期純利益は3,604千円減少して

おります。　

　

【表示方法の変更】　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年11月１日　至　平成23年１月31日)

（四半期連結損益計算書）　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

　

（四半期連結キャシュ・フロー計算書関係）

　前第１四半期累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりまし

た「未払消費税等の増減額」は重要性が増加したため、当第１四半期累計期間より区分掲記することとしました。な

お、前第１四半期累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「未払消費税等の増減

額」は△13,571千円であります。

　また、前第１四半期累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「敷金・保証金の差入による支出」は重要性が増加したため、当第１四半期累計期間より区分掲記することと

しました。なお、前第１四半期累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「敷金・

保証金の差入による支出」は△117千円であります。　

　

　 

【簡便な会計処理】

　　 

  
 

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年11月１日  至　平成23年１月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算定する方法を採用しています。

棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げについては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
　

当第１四半期連結会計期間　
（自　平成22年11月１日　平成23年１月31日）

税金費用 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、見積

実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を使用しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

EDINET提出書類

株式会社アールエイジ(E04077)

四半期報告書

18/26



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

 

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年１月31日）

前連結会計年度末
（平成22年10月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、208,637千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、197,407千円であ

ります。

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

販売用不動産 1,001,781 千円

仕掛販売用不動産 34,834 千円

土地 1,187,028 千円

建物及び構築物 1,243,844 千円

計 3,467,488 千円

販売用不動産 1,436,760千円

仕掛販売用不動産 27,452千円

土地 1,187,028千円

建物及び構築物 1,251,260千円

計 3,902,501千円

上記資産は、１年内返済予定の長期借入金299,100

千円、長期借入金2,590,858千円の担保に供してお

ります。

上記資産は、１年内返済予定の長期借入金318,518

千円、長期借入金2,915,863千円の担保に供してお

ります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次の

通りであります。

役員報酬 24,330千円

給与手当 36,699千円 

賞与引当金繰入額 5,771千円

法定福利費 7,056千円

地代家賃 19,322千円

租税公課 10,330千円

減価償却費 4,825千円 

通信費 4,514千円

支払手数料 4,487千円

業務委託費 8,372千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次の

通りであります。

役員報酬 24,000千円

給与手当 34,247千円 

賞与引当金繰入額 4,666千円

法定福利費 6,085千円

地代家賃 16,088千円

租税公課 7,860千円

減価償却費 4,011千円 

通信費 4,154千円

支払手数料 3,950千円

業務委託費 8,183千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年１月31日現在）

（千円） 　

現金及び預金勘定 534,933

現金及び現金同等物 534,933

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年１月31日現在）

（千円） 　

現金及び預金勘定 833,794

現金及び現金同等物 833,794

 

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年１月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年11月１日　至　

平成23年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　31,512株

 

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

  

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　提出会社　3,458千円　

　　（注）権利行使期間の初日は到来しておりません。 

　

４．配当に関する事項

配当金支払額

平成23年１月28日開催の定時株主総会において、次の通り決議しております。

普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　　　　　　　　47,268千円

（ロ）１株当たり配当額　　　　　　1,500円

（ハ）基準日　　　　　　　　　　　平成22年10月31日

（ニ）効力発生日　　　　　　　　　平成23年１月31日

（ホ）配当の原資　　　　　　　　　利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）

 
不動産管理
運営事業
（千円）

不動産開発
販売事業
（千円）

不動産仲介
コンサル事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 685,517 － 38,413723,930 － 723,930

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
494 － － 494 △494 －

計 686,011 － 38,413724,424△494 723,930

営業利益又は営業損失（△） 105,872△11,688△2,153 92,030△42,63149,399

　（注）１．事業区分の方法

当社グループの事業は、事業の性質及び役務内容の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な役務内容

事業区分 主要な役務内容

不動産管理運営事業 賃貸マンションの一括借上げ（サブリース）、賃貸マンションの自社所有、

居住用賃貸物件と駐車場の賃料収受及び管理業務、大型リフォーム、

ウィークリーステイ事業

不動産開発販売事業 賃貸マンション及び戸建住宅の企画・開発・販売

不動産仲介コンサル事業 居住用賃貸物件及び駐車場の仲介業務

 

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日） 

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）

  海外売上高がないため該当事項はありません。 
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当

社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

　当社グループは、事業本部及び連結子会社を基礎とした事業別のセグメントから構成されており「不動産管理

運営事業」「不動産開発販売事業」「不動産仲介コンサル事業」の３つを報告セグメントとしております。　

　各セグメントの主な事業内容は以下のとおりであります。

　不動産管理運営事業　 ・・　

賃貸マンションの一括借上げ（サブリース）、賃貸マンションの自社

所有、居住用賃貸物件と駐車場の賃料収受及び管理業務、大型リフォー

ム

　不動産開発販売事業　 ・・　 賃貸マンション及び戸建住宅の企画、開発、販売　

　不動産仲介コンサル事業 ・・　 居住用賃貸物件及び駐車場の仲介業務　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　当第１四半期連結累計期間（自平成22年11月１日　至平成23年１月31日）　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　　

　 報告セグメント 　 　 　

 
不動産管理
運営事業
　

不動産開発
販売事業
　

不動産仲介
コンサル事
業

合計
　
　
　

調整額
（注１）　
　
　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）　

売上高       

(1）外部顧客への売上高 701,919555,77542,9721,300,667 － 1,300,667

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
1,432 － － 1,432△1,432 －

計 703,352555,77542,9721,302,100△1,4321,300,667

セグメント利益 129,70451,853 6,257187,815△41,554146,260

（注）１　セグメント利益の調整額△41,554千円には、セグメント間取引消去△1,432千円、各報告セグメントに配分し

　　　　　ていない全社費用△40,121千円が含まれています。全社費用は主に親会社本社の管理部門に係る費用です。

　　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。　　

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年１月31日）

前連結会計年度末
（平成22年10月31日）

１株当たり純資産額 49,437.55円 １株当たり純資産額 48,620.93円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 668.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
662.45円

１株当たり四半期純利益金額 2,310.52円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
2,297.25円

　(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下

　　　　のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 20,994 72,809

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 20,994 72,809

期中平均株式数（株） 31,412 31,512

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 280 182

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

第３回新株予約権72個（144株）

新株予約権の概況は、「第４提出

会社の状況　１株式等の状況　

（2）新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

第３回新株予約権51個（102株）

新株予約権の概況は、「第４提出

会社の状況　１株式等の状況　

（2）新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

 　

（重要な後発事象）

 　　　該当事項はありません。

　

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年３月12日

株式会社アールエイジ

取締役会　御中

優成監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邊　芳樹　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鶴見　寛　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 陶江　徹　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アールエ

イジの平成21年11月1日から平成22年10月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成21年11月1日から平成

22年1月31日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成21年11月1日から平成22年1月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アールエイジ及び連結子会社の平成22年1月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以　上 

　

(注) １

(注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年３月11日

株式会社アールエイジ

取締役会　御中

優成監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邊　芳樹　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鶴見　寛　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 陶江　徹　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アールエ

イジの平成22年11月１日から平成23年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年11月１日から平

成23年１月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年11月１日から平成23年１月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アールエイジ及び連結子会社の平成23年１月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以　上 

　

(注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

 ２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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